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都市づくりの⽅向性 

＜ポイント＞ 
・都市づくりの課題等を踏まえると、今後も⼈⼝減少を前提としながら⻑期的視点を持った「いかす・まもる」の
考え⽅は必要不可⽋。 

・今後も都市の魅⼒をさらに⾼める「磨く」要素が重要であることから、現⾏計画の考え⽅を引継ぎ、⼈⼝減
少下の社会情勢であっても、将来にわたって持続可能な都市づくりを進める。 

＜基本的な考え⽅＞ 
本市を取り巻く社会・経済情勢が⼤きく変化している中、本市が抱える多様な課題に対応するためには、

これまでの「いかす・まもる」の考え⽅を継続しつつも、新たに⽣まれつつある「対流」を効果的に活⽤し、発展
性のある「持続可能な都市づくり」を進めていくことが重要であり、そのためには、都市機能や快適な⽣活環境
など、本市の個性を“磨く”ことにより充実させ、魅⼒を⾼めていくことが必要です。 

これらのことから、都市づくりの⽅向性を「個性を磨く 持続可能な都市づくり」と設定し、多様な都市づくり
の課題の解決を図るとともに、「暮らしたくなる」「訪れたくなる」「投資したくなる」都市として積極的に選ばれる
よう、新たな成⻑⼒を⽣み出す取組を推進します。 

個性を磨く 持続可能な都市づくり 

都市づくりの基本理念 

＜ポイント＞ 
・「住みたい」「住み続けたい」は、意向調査結果を⾒ても不変の要素。 
・総合計画等の上位計画の⽅向性を踏まえつつ、都市づくりの⽅向性を加味し、現⾏計画の考え⽅を引継
ぎ設定。 

＜基本的な考え⽅＞ 
霊峰富⼠の麓に位置する本市は、温暖な気候や豊富な地下⽔、また肥沃な⼤地など、富⼠⼭の豊かな

恵みのもとに⽣活が成り⽴ち、今⽇まで⼤きな発展を遂げてきました。 
本市が今後も都市として持続し、発展するためには、社会・経済情勢や動向が⼤きく変化しても、そこに⼈

が住み続け、様々な都市活動が⾏われていることが⼤前提となります。 
これには、輝き続ける富⼠⼭とともに、本市が有する個性や魅⼒をさらに磨き上げ、都市の新たな価値を⾒

出しながら、これまで以上に誇りと愛着を持って安全・安⼼・快適に暮らし続けることができる効果的な取組に
挑戦するなど、本市に関係する多くの⽅が「住みたい・住み続けたい」と確信できる都市づくりへの持続的な追
求が必要です。 
このため、都市づくりの基本理念を「富⼠⼭とともに輝き 誰もが住みたい・住み続けたいと思える都市づくり」

と設定します。 

富⼠⼭とともに輝き 
誰もが住みたい・住み続けたいと思える都市づくり 

都市づくりの⽅向性・基本理念 
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（1）住みやすさと継続居住意向 

（2）新型コロナ感染拡⼤に伴う
⽣活様式の変化等 
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（3）将来の富⼠市 

●どんな都市になってほしいか︖ 
・

 
・

 
・

 

●魅⼒を感じる地域とは︖ 
・

 
・

 
・

 

●富⼠市の住みにくさの要因 
・交通の利便性が悪い (70.5％) 
・買い物場所やレクリエーション施設
が少ない (57.7％) 

●継続居住意向 
・住み続けたい (66.8％) 
・住み続けたくない (6.7％) 
・わからない (26.6％) 

市⺠ニーズ
（市⺠意向調査結果）

・⼈⼝減少下の市街地拡散による
⽣活サービス施設の撤退や公共
交通の縮⼩・廃⽌ 

・⽴地適正化計画制度の創設 
・⾯的な公共交通ネットワークを再
構築する仕組みの創設 

（5）新型コロナがもたらす 
ニュー・ノーマルへの対応

・都市という場の重要性や都市機
能集積の必要性は不変 

・ウォーカブルなまちづくり、ゆとりある
緑とオープンスペースの充実 

（7）デジタル社会の進展 
・国のＤＸ推進の動き 
・MaaS や 3Ｄ都市モデルなど、まち
づくりへの DX の活⽤ 

・リニア中央新幹線の整備によるス
ーパー・メガリージョンの形成 

・ひかり・こだま型を重視した東海道
新幹線に変化する可能性 

・交流⼈⼝増加、滞在時間延⻑、
物流効率化が期待 

（2）災害の激甚化・頻発化に 
対応した国⼟の強靱化

・地震、⼟砂災害、豪⾬洪⽔等の
様々な災害の激甚化・頻発化 

・防災・減災に資する国⼟強靱化
地域計画の全国推進 

（3）SDGs（持続可能な 
開発⽬標）の達成

・誰⼀⼈取り残さないための 17 のゴ
ールと 169 のターゲット 
環境、社会、経済の価値を創造す
る環境未来都市構想の全国推進 

（4）カーボンニュートラルの実現 
・R32(2050)カーボンニュートラル実現 
・温室効果ガス排出削減対策 
・都市構造の低炭素化への取組 

社会・経済情勢の変化 

●富⼠市の住みやすさ 
・住みやすい (81.3％) 
・住みにくい (16.3%) 

●富⼠市の住みやすさの要因 
・住み慣れている (68.2％) 
・住環境が良い (41.7％) 

（4）今後特に重要な取組 

・⾃然災害に強い、安全・安⼼
な住環境の形成促進 など 

資料２ 

（7）都市景観 
・富⼠⼭の眺望等 
・景観重要樹⽊、景観重要公共施設 
・景観形成重点候補地区、景観形成
型広告整備地区 

（1）⼈⼝・世帯等 
・⼈⼝︓減少 
・年少⼈⼝及び⽣産年齢⼈⼝︓減少 
・⽼年⼈⼝︓増加 
・⼈⼝動態︓転⼊超過傾向 
・昼間⼈⼝<夜間⼈⼝ 
・世帯数︓増加 
・単独世帯（特に⾼齢者）︓増加 

（3）⼟地利⽤ 
・富⼠⼭フロント⼯業団地、第⼆東名 IC
周辺、新富⼠駅南で開発事業中 

・住宅総数、空き家⼾数︓増加 
・DID ⼈⼝密度は 37.8 ⼈/ha（県内で
3 番⽬に低い） 

（5）都市環境 
・富⼠⼭や富⼠川等の豊かな⾃然環境 
・都市計画公園供⽤率は 48％ 
・都市計画緑地供⽤率は 27％ 
・汚⽔⼈⼝普及率は 90.7％ 
・温室効果ガス排出量は年々減少 

（4）都市交通 
・充実した広域交通網 
・移動⼿段の 74％は⾃動⾞ 
・公共交通⼈⼝カバー率は 81％ 
・デマンドタクシー以外の公共交通利⽤
者数は⼤きく減少 

富⼠市の様態 

（2）産業 
・出荷額︓増加、事業所数︓減少 
・商店数、従業者数、販売額︓増加 
・第⼆次産業就業者割合︓減少 

（8）財政 
・新環境クリーンセンター建設に伴う公債
費の増加、厳しい財政状況 

（6）都市防災 

・3.0m 以上の河川浸⽔想定区域（⼩
潤井川以外の河川） 

・⼟砂災害（特別）警戒区域（⼤淵
地区等、富⼠川沿川等） 

・不適正な⼟砂埋⽴て地 
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都市づくりの課題 

・市⺠の多くが「住みやすい」・「住み続けたい」と回答。 
・少⼦⾼齢化の進⾏等により⾼齢者単独世帯が増加、郊外部の開発や空き家の増加等により市街地が拡散。 

課題１ 快適に暮らせる⽣活環境の確保 
市⺠ニーズに応じた居住環境の向上や空き家等の既存ストックの有効活⽤、「まちなか」居住、地域コミ

ュニティの維持・充実などの取組の推進により、⼈⼝減少時代を前提とした「快適に暮らせる⽣活環境の確
保」が必要。 

●R2 国勢調査の⼈⼝は、H27 より 3,007 ⼈減少したが、推計値より多い 
●⼈⼝は転出超過傾向であったが、近年転⼊超過傾向へ転じた 
●少⼦⾼齢化の進⾏等により、⾼齢者単独世帯や空き家が増加 
●DID ⼈⼝密度は 37.8 ⼈/ha で低下傾向が継続し、県内最低⽔準 
◇約 70％の⽅が「住み続けたい」、80％以上の⽅が「住みやすい」 
◇50％以上の⽅が「買い物が容易で様々な公共サービスが受けられる、⽣活利便性の

⾼い都市」を希望 
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都市の現状（強み・弱み等） ︓強み ︓弱み ◇︓市⺠ニーズ 
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前回の 
視点 

今回の 
視点 

・東名、新東名、東海道新幹線や、⼈⼝の 8割以上をカバーする公共交通ネットワークにより、移動環境は充実。
・市⺠の多くが「公共交通の利便性が⾼い地域」に魅⼒を感じる⼀⽅、⾃動⾞依存は強く、地域公共交通は利
⽤者数の減少により存続の危機。 

課題２ 多様性のある移動環境の確保 
地域公共交通ネットワークの充実を図るとともに、安全で快適な歩⾏環境・⾃転⾞⾛⾏環境の創出、

ICT 等を活⽤した利便性の向上などによる「多様性のある移動環境の確保」が必要。 

・⾼確率での発⽣が予測されている南海トラフ巨⼤地震等に対し、インフラ整備や多様な訓練の実施など、防災・
減災対策を実施中。 

・全国各地で災害が頻発化・激甚化し、市⺠の多くが「災害に⼗分に備え安⼼して暮らせる都市・地域」を希望。 

課題３ あらゆる⾃然災害への備えの充実 
計画的なインフラ整備のほか、法・条例等に基づく適切な指導や、都市計画制度の活⽤、事前復興の

推進などによる「あらゆる⾃然災害への備えの充実」が必要。 

・富⼠⼭の恵みや広域交通の要衝地であることなどを背景に、製造業の集積は厚く、出荷額は経年的に増加傾
向、新たな企業の⽴地も進⾏中。 

・デジタル化の進展等により産業構造の転換が進⾏、市⺠は「使われていない⼟地の活⽤促進」が必要と実感。 

課題５ 地域経済を牽引する産業基盤の強化 
企業誘致・留置が図れる⼯場跡地等の低・未利⽤地や富⼠⼭等の地域資源の有効活⽤などによる

「地域経済を牽引する産業基盤の強化」が必要。 

・富⼠⼭、駿河湾、富⼠川等の豊かな⾃然資源を有し、市⺠の多くが「富⼠⼭の眺望が守られ、まちなみが周辺
環境と調和した都市」を希望。 

・温室効果ガスの排出削減や良好な景観形成が進む⼀⽅、不適正な⼟砂埋⽴てなど環境への影響が懸念。 

課題６ ⾃然環境の保全・利活⽤と脱炭素社会の形成 
引き続き⾃然環境の保全や営農環境の維持、緑化の推進、⾃転⾞・公共交通等の利⽤促進などによ

る「⾃然環境の保全・利活⽤と脱炭素社会の形成」が必要。 

・ICT 等の急速な進化などを背景に、定住⼈⼝に加え交流・関係⼈⼝も重視する時代が到来。 
・「まちなか」において⼟地区画整理事業や再開発事業が進⾏中、公園・緑地の整備も推進中。 
・市⺠の多くが「買い物場所やレクリエーション施設が少ない」と実感。 

課題４ 都市機能の充実と賑わい・居⼼地の良さの向上 
まちの顔となる拠点での市街地整備や緑地・公園整備、質の⾼いまちなみ景観の創出などによる「都市

機能の充実と賑わい・居⼼地の良さの向上」が必要。 

○充実した広域交通網（⾼速道路、新幹線） 
○都市計画道路の延⻑の 72％が改良済、県内で 3 番⽬の⽔準 
○公共交通⼈⼝カバー率は約 81％、デマンドタクシーは 9 路線で乗降客数は増加傾向 
●⾃動⾞利⽤の割合が約 75％と突出して⾼く、⾃動⾞依存型が継続 
●鉄道、路線バス、コミュニティ交通の利⽤者数は減少傾向 
◇50％以上の⽅の魅⼒を感じる地域は「公共交通の利便性が⾼い地域」 
◇コロナ禍により、⾃動⾞の利⽤頻度が増加 

道路・公園・下⽔道等のインフラ、⼟地区画整理事業による安全な⼟地利⽤の推進 
地域防災訓練や復興まちづくり訓練等による市⺠等との協働による取組 
●地震・津波・⼟砂災害・洪⽔等による⼤規模災害の危険性の存在 
●法・条例違反の⼟砂埋⽴て地の存在 
◇50%以上の⽅が「⾃然災害に強く、犯罪が少ない安全・安⼼な都市」を希望 
◇60％以上の⽅が魅⼒を感じる地域は「災害の危険が少ないか、災害に⼗分に備え安

⼼して暮らせる地域」 

新富⼠駅・富⼠駅周辺における⼟地区画整理事業・再開発の進⾏ 
魅⼒ある公園・緑地の存在・整備 
●空き店舗が多数存在している 
●コロナ禍によって「まちなか」における交流の機会が減少 
●「まちなか」の通⾏量は、減少傾向で若い世代の割合が低い 
◇50％近くの⽅が「買い物場所やレクリエーション施設が少ない」と回答 
◇70％以上の⽅が魅⼒を感じる地域は「⽇常⽣活サービス施設が充実している地域」 

製造業の厚い集積があり、製造品出荷額は経年的に増加傾向。 
商店数、従業員数、商品販売額は増加傾向 
⾼速道路、新幹線、港等、広域交通の要衝地 
新富⼠ IC 周辺や富⼠⼭フロント⼯業団地における新たな企業⽴地 
●事業所数は減少傾向 
●第⼆次産業の就業者割合は減少傾向、産業構造の転換が進⾏ 
◇⼯業地・⼯業環境で望む取組は「⼯場跡地等の使われていない⼟地の活⽤促進」 

富⼠⼭、駿河湾、富⼠川等の豊かな⾃然資源 
新環境クリーンセンター（ふじさんエコトピア）の供⽤開始 
⽬標を上回る温室効果ガス排出量の削減 
温室効果ガスを吸収する公園・緑地の整備、緑化の推進 
良好な屋外広告物の誘導など、良好な景観づくりの取組の進⾏ 
●中⼭間地における法・条例違反の⼟砂埋⽴て地の存在 
◇約 40%の⽅が「富⼠⼭の眺望が守られ、まちなみが周辺環境と調和した都市」を希望 
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